
平成23年度科学・技術関係予算概算要求
全体ヒアリング資料

平成２２年９月２日

環境省
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全体概要

「環境研究・環境技術開発の推進戦略について」（中央環境審議会答申）を見直し
（平成22年6月）、資源配分方針に沿った予算を要求

資源配分方針 推進戦略

①最重点化課題（グリーン・イノベーション、ライフ・イ
ノベーション）の推進

②個別施策については、具体的目標と明確な期限を
設定

③研究開発成果をイノベーション創出へつなげる。
・研究成果の実利用に向けた社会実証
・国際研究ネットワークのハブとなる研究開発拠点
の形成

④競争的資金の使用ルール等の統一化や類似制度
の整理統合を進める

⑤科学・技術コミュニケーション活動を推進

①今後５年間の重点課題（グリーン・イノベーション、
ライフ・イノベーションを含む）を設定・推進

②重点課題につき、2050年、2020年の「あるべき姿」
を実現するため、「５年後に到達しているべき地点・
目標」を整理

③技術を「社会実装」させ、イノベーションを目指す。
・要素技術の社会実装を促進するための実証研究
等に重点的に取り組む
・（独）国立環境研究所の研究開発力強化

④競争的資金の統合等により、技術の社会実装に
つなげる

⑤ウェブサイト、シンポジウム、広報誌、見学会等を
推進
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①脱温暖化社会

環境研究・環境技術開発の推進戦略 （中央環境審議会答申）

環境基本計画 科学技術基本計画

環境基本法

②循環型社会 ③自然共生型社会
④安全が確保

される社会

科学技術基本法

全体概要

「全領域共通」「領域横断」 領域に取り組み、技術を「社会実装」 （平成22年6月推進戦略見直し）

（独）国立環境研究所 競争的資金制度

○第３中期目標・中期計画（平成23
年度～）への反映

（１）全領域共通分野の創設

（２）領域横断分野の創設

（３）技術・システムの社会実装
↓

・我が国の環境行政の科学的、

技術的基盤を提供する機関
・国際的にも環境分野における

中核的な機関

としての機能を強化

○競争的資金の統合による
政策貢献指向型の競争的
研究資金の拡充

トップダウン型研究、領域横
断型研究の推進。

競争的資金の使用ルール等
の統一化等を進め、効率的
かつ柔軟な研究開発を促進。

○科学・技術関係予算の拡充

380億円（H22年度予算）
→ 446億円（H23年度概算要求）

※17.3％増

○最重点化課題（グリーン・イノベーション、
ライフ・イノベーション）関係施策へ予算を
重点化（９５．５％）

○科学・技術コミュニケーション活動の推進

《参考》

その他の科学技術関係施策

概算要求額：１４４億円 概算要求額：１６８億円 概算要求額：１３４億円
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一般会計の３つの競争的資金制度を１つに統合。
政策貢献指向型の競争的研究資金を拡充し、グリーン・イノベーションの推進・分野横断的な研究開発を強化。

３．競争的資金の統合等

２．２大イノベーションの推進
（１）最重点化課題（グリーン・イノベーション、ライフ・イノベーション）関係施策へ予算を重点化（９５．５％）
（２）「環境研究・環境技術開発の推進戦略」において、５年後の具体的到達目標を明確にしつつ推進。
○グリーン・イノベーション関係 概算要求額 [うち特別枠要望額]

・地球温暖化対策技術開発等事業【競争的資金。AP施策を含む。】 ７０億円 [２０億円]

・環境研究総合推進費【競争的資金。AP施策を含む。】 ９８億円 [２８億円]
○ライフ・イノベーション関係
・子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査）【AP関連施策】 ５1億円 [２０億円]

オープンな形での研究成果発表会（競争的資金）、（独）国立環境研究所の見学会、シンポジウムの実施等、
科学・技術への国民参画を促す科学・技術コミュニケーション活動を推進。

４．科学・技術コミュニケーション活動の推進

１．科学・技術関係予算の拡充
科学技術関係経費： ３８０億円（H２２年度予算） → ４４６億円（H２３年度概算要求） １７．３％増

新成長戦略、資源配分方針、環境をめぐる社会的状況の変化等を踏まえ、「環境研究・環境技術開発の推進戦略」
を見直し、中長期のあるべき社会の姿を睨み、重点的に取り組むべき環境研究・技術開発課題を設定し、効果的に
推進。

①平成２３年度概算要求の基本的考え方

（うち、特別枠要望額 ６８億円）
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温室効果ガスを、２０２０年に２５％、２０５０年に８０％削減するとの目標を達成するため、
・我が国の環境政策を俯瞰する立場から、地球温暖化対策基本法案を国会に提出（第174回閣法52号）
・国民の生活・意識を変えるため、地球温暖化対策に係る中長期ロードマップを提案（平成22年3月）

特に低炭素型社会を目指す研究開発については、各府省で研究・開発が進められているところであるが、環境省としては、こう
した成果を結合し、低炭素型社会づくりのシナリオの構築（ロードマップ）等、研究開発成果を社会実装させ社会を変えるような
実証研究等を推進。

・特別枠要望の環境省総額 （２０６億円）のうち、科学技術関係施策は、全体の１／３ （６８億円）。

「子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査）」は、環境要因を含めて幅広い視点からの子どもの健康研究の共通
基盤（生体資料バンクとしての機能）を提供し、プラットフォームとして機能。

・バイオエタノールに関する各種研究開発の成果を社会に還元するため、現在３％のエタノール濃度を１０％まで認められるよ
う関係府省と連携し、大気汚染防止法をはじめとした法令等の改正に向け作業しているところ。またこの7月には中央環境審議
会においてE10（バイオエタノール10％混合ガソリン）対応ガソリン車の排出ガス低減対策及びE10の燃料規格についての答申
を得て、今後E10の規格、E10対応車の保安基準等を定める予定。

・環境省では、平成22年度事業として「温泉共生型地熱貯留槽管理システム実証研究」を採択し、規制・制度改革に係る対処
方針（平成22年6月18日閣議決定）において地熱発電について、「温泉法における掘削許可の判断基準の考え方を策定し、ガ
イドラインとして運用するよう通知する。＜平成22年度中検討開始、結論を得次第措置＞」とされたこと等を踏まえながら、研究
成果の社会還元のため、温泉法を所管する規制部局等と連携し技術開発を実施しているところ。

２）研究成果の社会還元のため、規制部局との連携

１）社会を変えるような実証研究に重点化する等の施策をはじめ、各省を牽引するような取組をすべき

４）重要政策に資する研究への予算の重点化

３）コホート研究の成果の共有

②昨年度の総括的見解への対応状況 【環境省】
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持続可能な社会
①脱温暖化社会、②循環型社会、③自然共生型社会、④安全が確保される社会

２３年度要求額 （２２年度予算額）

概算要求額 １４，３９１百万円 運営費交付金 １４，１２８百万円 （１２，１２８百万円）
施設費補助金 ２６３百万円 （ ２９２百万円）

主な要求事項
・子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査） ５，１４０百万円 （対前年度２，０００百万円増）

・衛星による地球観測経費（GOSAT経費） ７１１百万円

上記（１）～（３）を踏まえて中期目標・中期計画を検討中。
戦略的に資源配分の重点化を図る。

平成２３年度予算要求の全体像

環境政策貢献型の研究機関

③（独）国立環境研究所の次年度の科学・技術施策の方向性

その実現に向け、
・我が国の環境行政の科学的、技術的基盤を提供する機関
・国際的にも環境分野における中核的な機関

として、その重要な役割を果たしていくことを期待。

新「環境科学・環境技術開発の推進戦略」（H22.6改訂）
（１）中長期の「あるべき持続可能な社会の姿」を念頭においた研究開発
（２）世界トップレベルの環境技術を生かした「世界への貢献」と「成長」
（３）技術を「社会実装」させ、イノベーションを目指す

位置付け

天皇皇后両陛下 行幸啓

（平成２２年８月３日）
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①脱温暖化社会

の実現

環境研究・環境技術開発の推進戦略 （中央環境審議会答申）

環境基本計画 科学技術基本計画

環境基本法

②循環型社会

の実現

③自然共生型社会

の実現

④安全・安心で質の高い社会

の実現

科学技術基本法

重点領域

重点研究プログラム ・地球温暖化研究プログラム
・環境リスク研究プログラム

（独）国立環境研究所
競争的資金制度 その他の科学技術関係施策

第３期中期目標・中期計画（平成２３年４月～）

平成２２年度中に所要の手続きを経て時期計画を策定

（平成２３年度要求 １４４億円）

・循環型社会研究プログラム
・アジア自然共生研究プログラム

重点領域①～④の推進方針

（１）全領域共通分野の研究
（例） 持続可能性の観点から見た社会のあり方の研究、その転換方策 等

（２）領域横断分野の研究
（例） コベネフィット型技術システムの展開、気候変動等による生態系への影響の解明・対策 等

（３）技術・システムの社会実装のための研究
（例） 低炭素型地域づくりのシナリオ、要素技術を社会実装するための最適な技術パッケージの研究 等

推進戦略の改定（H22.6)を踏まえ、検討を開始。

④国立環境研究所の戦略的目標と目標達成のための取組

夏の大公開
（平成２２年７月２４日）
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⑤研究開発法人、国立大学法人等の科学・技術関係活動に関する把握・所見への対応

１．総人件費改革の取組の例外の制度の一層の活用
研究開発力強化法に基づく総人件費改革の取組の例外制度を活用し、平成２２年度から「子どもの健康と
環境に関する全国調査（エコチル調査）」に係る人件費（約１億円）を確保。

２．人材の活用等の方針早急な策定・公表
人材の活用等の方針については、現在、次期中期計画の検討と並行して、策定作業を進めているところ。

４．施行の徹底の必要性

・競争的資金の獲得については、前年度より増加（Ｈ２１）。
・研究者一人当たりでは独法の中でもトップレベル。
・競争的資金の獲得に向け、所内において予備ヒアリングを行うなど、研究提案力の強化を図っており、
引き続き、外部資金の受入促進に努める。

３．適正な評価の重要性

（１）独立行政法人評価制度
主要な項目については、具体的な数値目標を定めて評価。例年、概ね達成しておりＡ評価。

（２）研究評価
・国の研究評価に関する大綱的指針を踏まえ「国立環境研究所研究評価実施要領」を策定。
・評価実施要領に基づき、外部専門家を評価者とする外部研究評価委員会を設置し、個別の観点及び
総合的な観点から研究評価を実施。高い評価を受けている。
①科学的、学術的な観点
②環境問題の解明・解決への貢献度の観点
③環境行政や国際的な貢献度の観点 など

8


